
令和７年度

事業評価一覧表

令和８年７月　五島市総務企画部財政課



　１．担当課名 当該事業の所管課を記載

　２．対象事業の区分 令和７年度に総合戦略アクションプランに掲げた予定事業費1千万円以上の

事業を記載

ただし、総合戦略アクションプラン以外の事業についても、当初予算編成時に

廃止や見直しなどとした事業は、令和９年度予算編成時の検討事項として記載

　３．重点区分、 総合戦略の中で位置付けられている重点区分、重点事業名、具体的な取組内

　　　事務事業名、 容について記載

　　　事業内容

　４．受益者、関係者等 当該事業は、誰の、何のために実施するのか、その対象者等を記載

　５．目標及び実績 当該事業の目標及び実績を記載

　６．整備内容及び 整備期間や規模及び整備総事業費等について記載

　　　整備計画

　７．重要性・緊急性の 重要性・緊急性があるかを記載

　　　ある理由

　８．令和６年度決算額 令和６年度の決算額及び財源を記載

　９．令和７年度及び 令和７年度及び令和８年度の予算額を記載

　　　令和８年度予算額

　10．財政課評価 以下の区分により記載

　　　「現状維持」 令和８年度以降も継続して事業を行うもの

　　　「拡大」 対象範囲、事業費等、令和８年度以降事業を拡大するもの

　　　「縮小」 対象範囲、事業費等、令和８年度以降事業を縮小するもの

　　　「廃止」 令和８年度以降事業を廃止するもの（休止を含む）

　　　「見直し」 令和８年度以降も継続して事業を行うが、実施方法、事業費等の見直しが

必要なもの

●事業評価一覧表の各欄について



＜　所管課別集計表（事業数）　＞

課　名 現状維持 拡大 縮小 廃止 見直し 計

政策企画課
（ P.1  ）

2 0 0 0 0 2

未来創造課
（ P.1、P.23、P.37 ）

7 0 0 0 1 8

生活環境課
（ P.1、P.23、P.37 ）

2 1 0 0 1 4

社会福祉課
（ P.1 ）

1 0 0 0 0 1

こども未来課
（ P.1、P.23、P.37 ）

1 0 0 0 2 3

長寿介護課
（ P.3  ）

9 0 0 0 0 9

国保健康政策課
（ P.5、P.37 ）

4 0 1 0 0 5

地域協働課
（ P.5 ～ 7、P.23 ）

4 0 2 0 0 6

文化観光課
（ P.7 ～ 9、P.23、P.37 ）

11 0 0 0 4 15

スポーツ振興課
（ P.9 ～ 11、P.23、P.37 ）

1 1 2 0 1 5

商工雇用政策課
（ P.11 ～ 13、P.39 ）

6 0 1 1 1 9

農林課
（ P.13 ～ 17、P.23 ～ 25 ）

26 0 0 0 0 26

水産課
（ P.17 、P.25 ～ 27 ）

13 0 0 0 0 13

建設課
（ P.19、P.27 ～ 33 ）

22 0 0 0 0 22

教育総務課
（ P.19、P.33 ～ 35、P.39 ）

10 0 3 0 5 18

学校教育課
（ P.19 ～ 21 ）

6 0 0 0 0 6

奈留支所
（ P.21、P.39 ）

2 0 0 0 1 3

管理課
（ P.33、P.39 ）

3 0 1 0 0 4

消防本部（総務課）
（ P.35 ）

3 0 0 0 0 3

議会事務局
（ P.37 ）

0 0 0 0 2 2

総務課
（ P.37 ）

0 0 0 0 1 1

勤労福祉センター
（ P.39 ）

0 0 0 0 1 1

富江支所
（ P.39 ）

0 0 0 0 1 1

三井楽支所
（ P.39 ）

0 0 1 0 0 1

岐宿支所
（ P.39 ）

0 0 0 0 1 1

全体 133 2 11 1 22 169

　
　（お問い合わせについて）

　　　　 事業評価一覧中、個別事業の内容に関するお問い合わせは、
　　　市役所の各事業担当課にお願いいたします。

　　　　　　　　        （代表）TEL　０９５９－７２－６１１１



令和７年度 事業評価一覧表（ソフト事業）

政策企画課 販路拡大支援
五島市ふるさとづくり寄附金
（ふるさと納税）

ふるさと納税制度を通じて、五島市
の返礼品を島外へ発信し地域経済の
活性化を図るとともに、地域活性化
の財源となる寄付額増加を目指して
いく。

五島市外の寄附
者、事業者

寄附金額
R4年度　350,000千円
R5年度　650,000千円
R6年度　650,000千円

寄附金額
R4年度　640,767千円
R5年度　713,108千円
R6年度　691,290千円

政策企画課
地域コミュニティの
維持・活性化

五島日本語学校推進事業
人口減少対策および産業の活性化を
目的として、日本語学校の持続的な
運営を支援する。

留学生、学校法
人、市内事業者

五島日本語学校の定数
100名

R4年度　62名
R5年度　99名
R6年度　89名

未来創造課
ゼロカーボンシティ
に向けた取組

脱炭素先行地域蓄電池導入事業

自家消費型リユース太陽光発電設備
と蓄電池を組み合わせたオンサイト
PPAを導入し、設置容量7MWの新規設
置と既存の卒FIT太陽光発電設備へ
の蓄電池の追加設置を進めることで
送電混雑を抑制しつつ地域のエネル
ギー自給率と防災力を強化する。
＜交付基準＞
要件：蓄電池運用権は地域アグリ
ゲータ、蓄電池価格は1kWhあたり15
万円以下
補助額：補助対象経費の4分の3以内
①オンサイトPPA事業用蓄電池
対象者：リユース太陽光発電パネル
を利用したオンサイトPPA事業者
②非FIT用蓄電池事業
対象者：FIT制度を受けていない太
陽光発電設備の事業者

市民、PPA事業
者、小売電気事業
者

R7目標
オンサイトPPA事業用蓄電
池　2,000kwh
非FIT用蓄電池　1,200kwh

R7実績
オンサイトPPA事業用蓄電池
75kwh
非FIT用蓄電池　132kwh

未来創造課
ゼロカーボンシティ
に向けた取組

脱炭素先行地域構築支援業務委
託事業

脱炭素先行地域に関する各種事業に
対して専門的な知見に基づく助言及
び適切な進行管理等を行い、事業の
円滑な推進を図る。

脱炭素事業関連事
業者、発電事業
者、PPA事業者、
地域アグリゲー
タ、福江商工会議
所、五島市商工会

①全体進捗管理支援
②国交付金事務支援
③脱炭素先行地域事業を
実施するための関係者間
調整

①全体進捗管理支援
②国交付金事務支援
③脱炭素先行地域事業を実施す
るための関係者間調整

未来創造課
ゼロカーボンシティ
に向けた取組

系統用蓄電池運用技術開発事業

市内の再生可能エネルギー発電量の
変動を補完し、安定供給を目指すた
め蓄電池運用技術の開発支援を促進
する。

地域アグリゲー
タ、市民、発電事
業者、送配電事業
者、小売電気事業
者

①需給調整市場に参入可
能な最小容量の系統用蓄
電池を導入し、採算性等
を試算する。
②令和8年度から開始する
需給調整市場を想定した
アルゴリズムの開発

①蓄電池115kwh設置
②系統用蓄電池運用アルゴリズ
ムの開発

未来創造課
ゼロカーボンシティ
に向けた取組

HEMS導入・再エネ電力促進事業

電力需要家へHEMSを無料配布するこ
とで、電力消費の見える化と再エネ
電力利用促進の基盤を構築し、地域
住民の行動変容を促進する。

地域アグリゲー
タ、市民、発電事
業者、送配電事業
者、小売電気事業
者

①HEMSの導入業務
・業務実施報告書
②電力契約を再生可能エ
ネルギープランへ切替業
務
・業務実施報告書、切替
明細書等の写し
③電力消費データの収
集・可視化業務
・業務実施報告書
④行動変容の調査・分析
業務
・業務実施報告書

①HEMSの導入
②再生可能エネルギープラン作
成・切替実施
③電力消費データの収集・可視
化の実施
④行動変容の調査・分析実施

未来創造課
ゼロカーボンシティ
に向けた取組

ゼロカーボンシティ関連人材育
成事業

ゼロカーボンシティ・脱炭素先行地
域の実現に向け、市内の事業者の中
でも専門知識を有する人材育成が不
可欠であるため、人材育成に向けた
取組を支援する。

地域アグリゲー
タ、発電事業者、
送配電事業者、小
売電気事業者

ゼロカーボンシティ・脱
炭素先行地域の実現に向
け、専門知識を持つ人材
育成を図る。

研修会の実施、大学との共同研
究実施、人材育成プログラムの
実施、地域連携と普及啓発等

生活環境課 社会生活基盤の整備 浄化槽設置整備事業

生活排水による公共用水域の水質汚
濁を防止するため、合併浄化槽の普
及促進を図り、生活排水処理率を向
上させる。

市民、設置工事施
工業者

設置基数（人口普及率）
R4年度　327基(49.9％)
R5年度　300基(49.2％)
R6年度　300基(51.2％)

設置基数（人口普及率）
R4年度　271基(48.1％)
R5年度　245基(49.8％)
R6年度　230基(51.5％)

生活環境課 社会生活基盤の整備
海岸漂着物地域対策推進事業
（海洋ごみ事業）

国内外からの大量の漂着ごみにより
環境保全が阻害されていることか
ら、漂着物を撤去し美しい海岸線を
保持する。

市民、海ごみ回収
事業者、ごみ回収
ボランティア団体

漂流・漂着ごみ回収量
R4年度　3,000㎥
R5年度　3,000㎥
R6年度　3,000㎥

漂流・漂着ごみ回収量
R4年度　2,905㎥
R5年度　2,892㎥
R6年度　2,873㎥

社会福祉課 障がい者の自立支援 障害者相談支援事業

地域移行支援や地域定着支援による
常時の連絡体制や緊急事態等の相談
支援、親元からの自立や地域での暮
らし等、障がい者やその家族からの
相談に応じる。また、障害福祉各関
係機関などと連携して課題に対応す
る。
（障害者総合支援法第77条の2）

障がい者（児）と
その家族

支援件数
1,600件

R4年度　1,397件
R5年度　1,333件
R6年度　2,010件
R7年11月時点（※R7新規事業）
障害者　実人数233名、
　　　　延べ件数763件
障害児　実人数19名、
　　　　延べ件数34件

こども未来課 出産・子育て支援 妊婦・乳幼児健康診査事業

妊婦の健康管理の充実及び経済的負
担の軽減を図るため、妊婦健康診査
に必要な経費を助成し、安心して妊
娠・出産できる環境を整える。ま
た、乳児の発育や発達状況を把握す
るとともに、保護者の育児不安の軽
減に努め、さらに乳児の疾病や異常
を早期に発見することで、乳児の健
康の保持・増進を図る。

妊産婦
乳幼児
各医療機関

受診率
1歳6か月児健康診査
100％
3歳児健康診査
100％

受診率　R4～R6実績
1歳6か月児健診
100％
3歳児健診
100％

担当課 重点区分 事務事業名 事業内容
受益者、
関係者等

目標 実績

1 ページ

（単位：千円）

決算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

今後の
方向性

左の方向性の理由

349,715
ふるさとづく
り基金繰入金
349,715千円

318,568
ふるさとづく
り基金繰入金
318,568千円

348,123
ふるさとづく
り基金繰入金
348,123千円

現状維持

寄附金の増加に伴い、一般財源の縮減につながる。
寄付実績額を考慮し、令和８年度は目標の825,000千円
ではなく、700,000千円の寄付額で算出することとし
た。

44,516
国公舎借上料

等
1,596千円

51,594
国公舎借上料

等
1,594千円

51,733
国公舎借上料

等
1,733千円

現状維持 人口減少の抑制、労働力の確保につながる。

0 0 360,000 国費10/10 539,213 国費10/10 現状維持

市内の太陽光発電と連動した蓄電池導入が大幅に進
み、家庭・事業所の自家消費率向上、停電時のレジリ
エンス強化、再エネ利用拡大による電力コスト低減が
実現するとともに、民生部門のCO₂排出量実質ゼロ
（2030年度）の確実な達成に向けた基盤が強化され
る。

0 0 10,053
ふるさとづく
り基金繰入金
10,053千円

9,986
ふるさとづく
り基金繰入金
9,986千円

現状維持

五島市の脱炭素先行地域づくりに必要な計画策定、
データ整備、交付金事務、関係者調整が一体的に進
み、行政負担の軽減と事業の着実な推進が図られるこ
とで、再エネ・蓄電池導入の加速、地域経済と防災力
の向上、そして2030年に向けたCO₂削減効果の最大化が
期待される。

0 0 30,000 国費1/2

0
※令和7年度3

月補正
予算計上

0 現状維持

市内800世帯の電力使用が高度に「見える化」され、
HEMSと再エネプラン切替による行動変容が加速するこ
とで、大幅なピークシフトと省エネ効果が実現し、地
域内の再生可能エネルギー利用が飛躍的に拡大すると
ともに、五島市独自の最適な電力プラン設計につなが
る確かな効果が得られる。

0 0 38,000

国費
10,600千円
ふるさとづく
り基金繰入金
16,300千円

10,000
ふるさとづく
り基金繰入金
10,000千円

現状維持

市内800世帯の電力使用が高度に「見える化」され、
HEMSと再エネプラン切替による行動変容が加速するこ
とで、大幅なピークシフトと省エネ効果が実現し、地
域内の再生可能エネルギー利用が飛躍的に拡大すると
ともに、五島市独自の最適な電力プラン設計につなが
る確かな効果が得られる。

0 0 30,000 国費1/2

0
※令和7年度3

月補正
予算計上

0 現状維持

市内事業者がゼロカーボン分野の高度な知識・技能を
習得し、再エネ導入・保守、電力需給管理、技術開発
などの担い手が育成されることで、地域産業の高度化
と雇用創出、新市場の形成が進み、五島市のゼロカー
ボン推進力と地域経済の競争力が大幅に強化される。

146,508

国費
48,008千円

県費
40,760千円
過疎ハード
8,300千円

179,384

国費
80,767千円

県費
46,977千円
過疎ハード
17,800千円

145,330

国費
63,590千円

県費
40,760千円
過疎ハード
18,100千円

拡大

平成26年度から補助額を嵩上げした効果により、年々
普及率が増加している。予算の確保は市議会がR8年度
予算編成に関する要望決議で求めている事項であるこ
とから、R8年度は、老朽化した合併浄化槽の更新費用
についても補助対象に含め、市内の汚水処理未普及解
消につなげ、生活排水対策に努める。

104,510
県費

95,779千円
142,367

県費
128,104千円
ふるさとづく
り基金繰入金
2,000千円

147,195

県費
129,544千円
ふるさとづく
り基金繰入金
2,000千円

現状維持
漂流・漂着ごみの撤去により、景観保全に努める。ま
た、発生抑制のための啓発活動により、若者世代をメ
インにごみ抑制への意識付けを図る。

13,474

国費
2,915千円

県費
3,634千円

16,947
国費1/2
県費1/4

13,569
国費1/2
県費1/4

現状維持

各種相談に応じ、支援を必要としている人が適切な
サービスを受けられるようサポートすることで、障が
い者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことが
できるよう支援する。

19,533
国費

650千円
県費17千円

22,531
国費

1,782千円
県費16千円

23,116

国費
1,787千円

県費
466千円

現状維持

母子保健法第12条及び13条に基づき健康診査を実施
し、健康診査に係る費用を助成することで経済的負担
を軽減し、安心安全な出産を迎えられるようになる。
また、疾病の早期発見、成長発達の確認、保健・栄
養・歯科指導、教育相談を行い必要に応じて専門相談
等へつなぐことができる。

令和6年度 令和7年度 財政課評価令和8年度

2 ページ



令和７年度 事業評価一覧表（ソフト事業）

担当課 重点区分 事務事業名 事業内容
受益者、
関係者等

目標 実績

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

生活支援ハウス等管理運営事業

居宅においての生活に不安のある高
齢者に対し住居を提供し、日常生活
の相談業務および助言を行うととも
に緊急時の対応を行う。（五島市生
活支援ハウス及び高齢者生活福祉セ
ンター条例第3条）

利用者
入居率
81.1％

入所人数　R7年12月現在
三井楽白砂14人(70％)
岐宿ふれあいの里11人(84.6％)
奈留やすらぎ荘5人(38.4％)

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

老人クラブ活動支援事業

老人クラブに所属する高齢者の教養
の向上及び健康の増進を目的とした
スポーツ活動、地域社会との交流を
図る事を目的とする。（五島市老人
クラブ活動等補助金交付要綱第1
条）

老人クラブ会員 老人クラブ加入促進

老人クラブ
R4年度　87クラブ（3,390人）
R5年度　84クラブ（3,119人）
R6年度　82クラブ（2,941人）

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

シルバー人材センター運営費補
助金

高年齢者の就業の確保のための法律
に基づく高年齢者会員の就業斡旋活
動を行い、高齢者の社会参加と労働
意欲の向上を図る。
＜交付基準＞
シルバー人材センター運営費及び事
業費

登録会員、五島
市民、シルバー人
材センター

会員数
200人

会員数
R4年度　200人
R5年度　194人
R6年度　184人

長寿介護課
持続可能な医療・介
護サービスの提供

介護人材確保事業

①研修費補助金
介護職員初任者研修又は介護支援専
門員の研修等の受講料などの補助を
行い、介護事業所の人材確保、育成
及び定着を図る。
②介護職員宿舎借上支援事業費補助
金
介護職員のための宿舎借上を支援す
ることにより、介護職員の確保、定
着及び離職防止を図る。
③介護福祉士養成校修学生に奨学金
等を支給する介護サービス事業所等
へ支援を行い、介護サービス事業所
における専門職の確保を図る。

介護保険被保険者
介護従事者
市内介護事業所に
就職希望の学生
介護事業所

人材確保における課題に
対し、市が支援等を行う
ことで、介護サービス提
供に必要なだけの人材確
保につなげてもらい、介
護サービスの提供体制を
維持する。

①R4年度　介護職員初任者研
　　　　　修費等26人
　　　　　介護支援専門員23人
　R5年度　介護職員初任者研
　　　　　修費等14人
　　　　　介護支援専門員18人
　R6年度　介護職員初任者研
　　　　　修費等7人
　　　　　介護支援専門員9人
②R4年度　-
　R5年度　3事業所、3戸
　R6年度　6事業所、8戸
③R4年度　-
　R5年度　-
　R6年度　4事業所、5人（う
　　　　　ち1名R7就職）

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

地域包括支援センターの運営
（介護予防ケアマネジメント）
（介護保険事業特別会計）

居宅要支援者などからの依頼をう
け、介護保険サービス等が利用でき
るよう、介護予防サービス計画書を
作成し、サービス提供事業所などと
の連絡調整などを、五島市地域包括
支援センターまたは居宅介護支援事
業所への委託により行うことで、本
人の在宅生活が継続できるよう支援
する。

受益者：居宅要支
援者、事業対象者
関係機関：介護保
険サービス提供事
業所、居宅介護支
援事業所

指定介護予防支援事業所
として、要支援「1」・
「2」の方や平成27年10月
より開始した介護予防・
日常生活支援総合事業の
対象者の自立支援を目指
した介護予防サービス計
画を作成し、本人の在宅
生活が継続できるよう支
援する。

介護予防支援及び介護予防ケア
マネジメント件数
R4年度　7,710件
R5年度　7,199件
R6年度　6,980件

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

成年後見制度市長申し立て、成
年後見制度利用支援事業
（介護保険事業特別会計）

認知症などで判断能力が不十分に
なった方を、市長による成年後見人
などの開始の審判申立を行い、本人
の財産管理や身体監護をすることに
よって本人の自己決定の尊重や本人
の保護を行う。
後見人などがついた者で、経済的な
理由により後見人などへの報酬が支
払えない方への助成を行う。

認知症などにより
判断能力が不十分
になった方
市長申し立てした
方で、経済的理由
により後見人など
への報酬の支払い
が困難な方

＜市長申し立て＞
R6年度　4件
＜成年後見制度利用支援
事業＞
R6年度　18件

＜市長申し立て＞
R4年度　4件
R5年度　2件
R6年度　6件
＜成年後見制度利用支援事業＞
R5年度　17件
R6年度　14件

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

訪問型サービス（第1号訪問事
業）
（介護保険事業特別会計）

認知症や障害の有無にかかわらず、
地域に暮らす全ての高齢者が、自立
した日常生活を送ること、また、そ
のための活動を選択することができ
るよう支援を実施し介護状態への進
行を予防する。

受益者：居宅要支
援者、事業対象者
関係機関：訪問型
サービス提供事業
所、居宅介護支援
事業所

高齢者の自立支援や要介
護度の重症化防止

<利用延べ件数>
訪問型サービス
R4年度　2,113件
R5年度　1,977件
R6年度　1,831件
訪問型サービスA
R4年度　254件
R5年度　437件
R6年度　560件

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

配食サービス事業
（介護保険事業特別会計）

日常生活を営むのに支援が必要な老
人で、食事の用意が出来ない者に対
し、定期的に居宅を訪問して栄養バ
ランスのとれた食事を提供する配食
サービスを実施し、安否の確認、健
康の維持、疾病の予防等を行うこと
により、地域における在宅福祉サー
ビスの推進を図ることを目的とす
る。

高齢者
家族

利用人数
270人

利用人数
R4年度　309人
R5年度　261人
R6年度　264人

長寿介護課
健康で長生きできる
しまづくり

デイサービスセンター運営事業
（介護保険事業特別会計）

二次離島地区の高齢者に対し、介護
サービス提供体制を維持するため、
指定管理によるデイサービスセン
ターの運営を継続し、その運営に対
する支援を行う。

居宅要支援被保険
者

二次離島地区の高齢者に
対し、介護サービス提供
体制を維持する。

実利用者数
R4年度　久賀島274人
　　　　椛島85人
R5年度　久賀島198人
　　　　椛島63人
　　　　嵯峨島7人
R6年度　久賀島123人
　　　　椛島74人
　　　　嵯峨島5人
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（単位：千円）

決算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

今後の
方向性

左の方向性の理由

令和6年度 令和7年度 財政課評価令和8年度

30,168 財源なし 38,132 財源なし 41,204 財源なし 現状維持
高齢者に対して、居住機能、介護支援機能及び交流機
能を総合的に提供することにより、高齢者が安心して
健康で明るい生活を送れるよう支援する。

9,156
県費

3,430千円
10,816

県費
3,467千円

11,211
県費

3,759千円
現状維持

高齢者が自主的にスポーツや文化活動、地域貢献活動
に取り組むことで、高齢者の生きがいづくりなど健康
寿命の延伸や地域の見守りなどの絆づくりに繋がるこ
とを目指す。

12,807
過疎債

10,000千円
12,385

過疎債
10,000千円

12,446
過疎債

10,000千円
現状維持

事業を休止・廃止すると、シルバー人材センターの運
営が安定的でなくなり、高齢者の社会参加の場が失わ
れる可能性があるため、その運営及び活動を支援する
ため補助金を交付する。

5,363

県費
399千円

ふるさとづく
り基金繰入金
1,930千円

14,398

県費
1,497千円

ふるさとづく
り基金繰入金
7,560千円

13,584

県費
1,219千円

ふるさとづく
り基金繰入金
7,200千円

現状維持
介護事業所の人材確保が厳しい状況であるため、介護
サービスの提供体制を確保・維持していくために市と
しても支援を行う。

7,366
介護予防サー
ビス計画費収

入
10,165

介護予防サー
ビス計画費収

入
12,004

介護予防サー
ビス計画費収

入
現状維持

介護保険法第115条の46第2項の規定に基づき、地域住
民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な
援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉
の増進を包括的に支援するため、地域包括支援セン
ターを設置し、ケアマネジメントを実施することで、
必要な人がサービスを受けることができる。

1,871
国費38.5％
県費19.25％

3,567
国費38.5％
県費19.25％

2,937
国費38.5％
県費19.25％

現状維持

成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず、申
立費用、報酬等の費用負担が困難な対象者に対し、市
が費用の助成を行うことで、制度利用の促進を図るこ
とができる。

43,789

国費20％
県費12.5％

地域支援事業
交付金27％

45,089

国費20％
県費12.5％
地域支援事業
交付金27％

46,716

国費20％
県費12.5％
地域支援事業
交付金27％

現状維持

介護保険法第115条の45第1項に基づき、介護予防・日
常生活支援総合事業を実施する。高齢者が住み慣れた
地域で生活を続けていくために、高齢者の自立支援や
要介護度の重症化防止を図ることができる。

10,201
国費38.5％
県費19.25％

10,345
国費38.5％
県費19.25％

10,933
国費38.5％
県費19.25％

現状維持

日常生活を営むのに支援が必要な老人等で食事の用意
ができないものに対し、定期的に居宅に訪問して栄養
バランスのとれた食事を提供する配食サービスを実施
し、健康の維持、疾病の予防等を行うことにより、よ
り多くの高齢者が住み慣れた自宅で安心して暮らし続
けることができる。

21,992
一般会計繰入

金
31,571

一般会計繰入
金

31,329
一般会計繰入

金
現状維持

二次離島地区における介護サービス事業所の運営は、
その不採算性から民間事業者の参入が困難な状況であ
る。そのため、運営法人へ補助を行うことで、必要な
サービスを必要な人が受けることができる。
ただし、利用者は減少している一方で委託料の金額が
増えていることから、今後の事業の在り方の検討をお
願いした。
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令和７年度 事業評価一覧表（ソフト事業）

担当課 重点区分 事務事業名 事業内容
受益者、
関係者等

目標 実績

国保健康政策課
健康で長生きできる
しまづくり

がん検診

がんを早期発見し、早期治療につな
げる。
（健康増進法第19条の2）
国の目標受診率　60％

胃がん、大腸が
ん、肺がん検診
は40歳以上の人
子宮がん検診は
20歳以上の女性
乳がん検診は30
歳以上の女性

受診率
胃がん　6.0％
肺がん　16.0％
大腸がん　18.0％
乳がん　16.0％
子宮頸がん　24.0％

胃がん
R4年度　809人、3.1％
R5年度　833人、5.0%
R6年度　798人、5.1％
肺がん
R4年度　3,406人、13.4%
R5年度　2,973人、11.8%
R6年度　3,189人、12.9％
大腸がん
R4年度　3,817人、15.0%
R5年度　3,578人、14.3%
R6年度　3,571人、14.5%
乳がん（40歳以上）
R4年度　740人、13.4％
R5年度　971人、12.7%
R6年度　830人、13.6%
乳がん（30～39歳）
R4年度　74人、14.8%
R5年度　130人、16.2%
R6年度　91人、19.0%
子宮頸がん
R4年度　1,464人、20.8%
R5年度　1,698人、20.4%
R6年度　1,455人、20.7%

国保健康政策課
持続可能な医療・介
護サービスの提供

医療従事者養成経費：医師、看
護師

離島地域の企業団病院の医療技術者
確保対策として、平成元年度に制度
を創設した。以後、数回の見直しが
あり、現在は、毎年4人分について
県、企業団、市で負担し、五島中央
病院の看護師確保対策を行ってい
る。また、離島では医師の確保が難
しいため、過去３カ年の全国公立病
院の平均給与月額と長崎県病院企業
団病院のうち離島地区病院の平均給
与月額との差を一応の基準とし医師
数を乗じた額の１／２を負担してい
る。

患者、医療機関

医師数の人口1万人対率
20.3％
看護師数の人口1万人対率
99.4％

医師数の人口1万人対率
R4年度　23.3％
R5年度　23.7％
R6年度　23.4％
看護師数の人口1万人対率
R4年度　112.4％
R5年度　114.2％
R6年度　114.0％

国保健康政策課
持続可能な医療・介
護サービスの提供

モバイルクリニック事業

通院が困難な患者の自宅付近にオン
ライン診療のための医療機器を搭載
した専用車両が出向き、同乗してい
る看護師によって、車内からテレビ
電話をつなぎ、医師によるオンライ
ン診療や薬剤師によるオンライン服
薬指導を実施する事業。

高齢者等

オンライン診療件数
R4年度　12件
R5年度　72件
R6年度　144件

オンライン診療件数
R4年度　23件
R5年度　226件
R6年度　324件

国保健康政策課
健康で長生きできる
しまづくり

特定健康診査等事業
（国民健康保険特別会計）

特定健診を受け、特定保健指導の対
象になる人に適切な指導を行うこと
で、生活習慣病の発症防止または重
症化を防止する。

40歳～74歳まで
の国民健康保険
加入者

受診率 45.9%

受診率
R4年度　2,824人、35.9%
R5年度　2,634人、35.3%
R6年度　2,729人、37.5%

地域協働課
地域コミュニティの
維持・活性化

地域の絆再生事業

住民同士が互いに支え合う「地域の
絆」の再生を図るとともに、市民力
を結集し、地域の特性を活かしたま
ちづくりを推進するため、地域の絆
再生事業を行うまちづくり協議会に
対して、五島市地域の絆再生事業交
付金を交付する。
＜交付基準＞
対象経費（報償費、旅費、需用費、
役務費、委託料、使用料及び賃借
料、原材料費、備品購入費、補助
金、その他の経費）補助率　10/10

受益者：五島市民
利害関係者：住民
主体のまちづくり
協議会
関連団体：町内
会、各コミュニ
ティ団体、NPO法
人、企業等

地域課題解決、活性化

R4～もやい場（奈留まち協）
R4～山内特産物祭りごろっと
（岐宿まち協山内支部）
R6～子ども食堂（富江まち協）

地域協働課
地域コミュニティの
維持・活性化

集落支援員事業

「地域の絆再生事業」に取り組むま
ちづくり協議会の後押しを行うとと
もに、集落の現状や課題の整理など
地域の実情に応じた集落対策を推進
するため、総務省の制度を活用し
て、各地区に集落支援員を配置す
る。

五島市民、住民主
体のまちづくり協
議会、各種団体な
ど

12地区（福江・緑丘で1地
区）に配置

12名配置

地域協働課
地域コミュニティの
維持・活性化

地域おこし協力隊事業（全体）

総務省の地域おこし協力隊制度を活
用し、都市部の意欲ある人材を積極
的に受け入れ、新しい視点や発想に
よって新たな価値の創出や地域の活
性化を図る。

五島市民、UIター
ン者、各地区まち
づくり協議会、各
種団体など

13人配置

R4年度　6人
R5年度　4人
R6年度　8人
R7.11月現在配置7人
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（単位：千円）

決算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

今後の
方向性

左の方向性の理由

令和6年度 令和7年度 財政課評価令和8年度

51,539

国費
504千円
県費

3,000千円

62,488

国費
504千円
県費

3,000千円

61,090

国費
553千円
県費

2,000千円

現状維持
がんの早期発見早期治療に結び付き、がんによる死亡
や医療費の抑制につながる。

123,753
過疎債

27,100千円
94,604

過疎債
31,300千円

102,862
過疎債

75,800千円
現状維持

医療提供体制を維持するための人材確保に関する費用
を負担することで、医療従事者の確保を行うことがで
き、市民が安定して医療を受けることができる。

24,620
過疎債

24,400千円
20,562

過疎債
20,300千円

17,063
過疎債

17,000千円
現状維持

医療提供場所へのアクセスが困難である問題に対し、
医療機器を搭載した巡回車両による診療を行うこと
で、通院中断による病状の重篤化防止や移動の負担軽
減が可能になる。

36,685
県費

31,536千円
43,603

県費
27,624千円

44,405
県費

26,223千円
現状維持

メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を
実施し必要な人に特定保健指導を行うことで、国民健
康保険加入者が生活改善するようになり、生活習慣病
の発症・重症化予防ができる。また、加入者が医療機
関を受診し、治療していくことで医療費の抑制を図る
ことができる。

37,758
過疎債

37,700千円
42,722

過疎債
42,700千円

40,000
過疎債

40,000千円
縮小

実績および今後の人口減少を踏まえ、予算規模を縮小
した。地域まちづくり協議会（まち協）にも、限られ
た予算の中で事業を進めていただくよう指導していく
こととした。

46,540 財源なし 58,835 財源なし 65,639 財源なし 現状維持

地域の課題の把握と抽出、集落の話し合いの場の促
進、集落の連携と協力体制づくり、地域の絆再生交付
金事業への支援、UIターン者の集落内でのフォローの
ため、継続して配置する必要がある。
※特別交付税措置（1名当たり5,000千円を上限）あり

31,288 財源なし 78,958 財源なし 67,174 財源なし 現状維持

人口減少や高齢化が著しい本市においては、地域の担
い手となる人材不足が深刻な問題となり、さまざまな
地域活動が縮小・停滞している。
地域外の人材を積極的に誘致し、新しい視点や発想に
よって新たな価値創出や地域の活性化を図ることを目
的として、地域おこし協力隊を配置する。また、そう
した地域協力活動を通じて、任期後の地域への定住・
定着を図る。
※特別交付税措置（1人：5,500千円上限、およびその
他募集に関する経費など）あり
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令和７年度 事業評価一覧表（ソフト事業）

担当課 重点区分 事務事業名 事業内容
受益者、
関係者等

目標 実績

地域協働課 受入体制の整備 ＵＩターン促進事業

移住希望者を対象とした短期滞在住
宅の整備をはじめ移住者の受入体制
を構築するとともに、都市部での移
住相談会やホームページ等での情報
発信を行うことにより、五島市への
定住促進を図る。

受益者：ＵＩター
ン者、市民
利害関係者：地
域、企業（求
人）、不動産業者
関連団体等：長崎
県、ながさき移住
サポートセン
ター、
ふるさと回帰支援
センター、空き家
マッチング研究所

R11までに移住者年間300
人

ＵＩターン者数
R4年度　252人
R5年度　272人
R6年度　222人
R7.10月時点で160人

地域協働課 受入体制の整備
ＵＩターン促進事業（空き家活
用促進事業補助金）

空き家をリフォームする経費及び家
財処分費等の一部を助成し、移住者
の定住環境を整備することで移住定
住促進を図る。
＜交付基準＞
空き家のリフォーム経費の補助率
1/2、移住者（上限）50万円、所有
者（上限）100万円
家財処分費の補助率1/2、上限20万
円

受益者：ＵＩター
ン者、市民
利害関係者：地
域、企業（求
人）、不動産業者
関連団体等：長崎
県、ながさき移住
サポートセン
ター、ふるさと回
帰支援センター、
空き家マッチング
研究所

R11までに移住者年間300
人

ＵＩターン者数
R4年度　252人
R5年度　272人
R6年度　222人
R7.10月時点で160人

文化観光課
ブランド化支援と販
売促進の強化

五島産品島外卸販売事業

五島市物産振興協会が構築している
島内集荷体制を運用し、市内から市
外への物流体制を整えることで、輸
送費の縮減及び安定供給体制の確立
を進め、五島産品の市外での販路拡
大を促進する。

受益者：五島産品
の生産者若しくは
加工業者、漁協及
び農協
利害関係者：百貨
店、スーパー、問
屋、顧客
関連団体等：（一
社）五島市物産振
興協会

物流費の低廉化　50％な
ど

R4実績
集荷による取引成約件数：58件
取引額：44,208,138円
うち混載による取引額：
28,410,131円
物流費の低廉化：70.6％
R5実績
集荷による取引成約件数：45件
取引額：38,361,842円
うち混載による取引額：
22,561,556円
物流費の低廉化：57.4％
R6実績
集荷による取引成約件数：41件
取引額：35,478,393円
うち混載による取引額：
26,785,878円
物流費の低廉化：57.1％

文化観光課
ブランド化支援と販
売促進の強化
販路拡大支援

五島産品島外販売促進事業

市外での五島フェア開催や、市外バ
イヤー招聘による商談機会の創出、
また五島の食材を使用した新商品開
発を行うことで、市産品を全国にPR
し、ブランド化及び販路拡大につな
げる。

受益者：五島産品
の生産者若しくは
加工業者、漁協及
び農協
利害関係者：百貨
店、スーパー、問
屋、顧客
関連団体等：（一
社）離島振興地方
創生協会

五島フェアの開催
（大都市圏で2回以上）
新商品開発
（五島産品活用商品5商品
以上）

R4実績
開催回数：2回
開催店舗数（延べ）：163店舗
フェア売上額：100,519,082円
R5実績
開催回数：3回
開催店舗数（延べ）：240店舗
フェア売上額：73,834,776円
R6実績
開催回数：2回
開催店舗数（延べ）：72店舗
フェア売上額：35,012,699円

文化観光課 販路拡大支援
市産品セールスプロモーション
事業

市外での五島フェア開催や市外バイ
ヤーの招聘による商談機会の創出を
通じて、市産品を国内外にPRし、ブ
ランド化と販路拡大を図る。また、
海外販路の開拓に向けて、テスト
マーケティングや関連商談会への出
展を行い、更なる販路拡大を目指
す。

受益者：五島産品
の生産者若しくは
加工業者、漁協及
び農協
利害関係者：百貨
店、スーパー、問
屋、顧客
関連団体等：（一
社）五島市物産振
興協会

五島フェア開催数
36回
バイヤー招聘事業者数
33事業者

R4実績
五島フェア開催数：11回
売上額：44,987,150円
バイヤー招聘事業者数：30事業
者
売上額：24,395,122円
R5実績
五島フェア開催数：27回
売上額：69,930,963円
バイヤー招聘事業者数：30事業
者
売上額：3,897,456円
R6実績
五島フェア開催数：13回
売上額：59,877,469円
バイヤー招聘事業者数：39事業
者
売上額：2,231,930円

文化観光課
高付加価値化への取
り組み

体験型観光推進事業

五島市の地域資源（課題）を活か
し、教育旅行等の誘致を促進すると
ともに、来島者の滞在時間および島
内消費額の増加につながる仕組みを
構築することで、交流人口の拡大に
よる地域経済の活性化と体験型観光
の産業化を図る。

観光客・観光事
業者・民泊受入
家庭・体験イン
ストラクター

教育旅行受入人数
R4年度　－
R5年度　4,830人
R6年度　5,000人
民泊受入家庭の確保
R7：140軒

教育旅行受入人数
R4年度　363人
R5年度　1,989人
R6年度　1,820人
民泊受入家庭の確保
R4年度　143軒
R5年度　140軒
R6年度　138軒
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（単位：千円）

決算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

予算額
財源及び
補助率

今後の
方向性

左の方向性の理由

令和6年度 令和7年度 財政課評価令和8年度

60,570

国費
7,492千円

県費
11,250千円

ふるさとづく
り基金繰入金
25,647千円

地域活性化支
援事業費2,166

千円
その他
17千円

75,278

国費
10,086千円

県費
14,700千円
ふるさとづく
り基金繰入金
23,479千円
地域活性化支
援事業費2,116

千円
その他
30千円

57,090

国費
488千円
県費

11,342千円
ふるさとづく
り基金繰入金
30,114千円

地域活性化支
援事業費2,060

千円
その他
30千円

現状維持
ＵＩターン者の促進、五島を選ぶきっかけ作りとな
る。

9,284
国費

275千円
18,000

国費
8,250千円

12,000
国費

5,850千円
縮小

改修が進んだことや改修業者の対応可能件数などを踏
まえ、実績に沿った予算措置とした。

15,678 国費1/2 19,640
ふるさとづく
り基金繰入金
19,640千円

21,918
ふるさとづく
り基金繰入金
21,918千円

現状維持

市の物産振興事業は、市と五島市物産振興協会が共同
で取り組んでおり、大都市圏への物流体制の整備を進
めている。職員の離職率が高いため、実情に合わせて
人員の増員および人件費の増額を行い、3年間で組織の
体制を強化し、売上の増加を目指す。

22,000 財源なし 22,000
ふるさとづく
り基金繰入金
22,000千円

22,000
ふるさとづく
り基金繰入金
22,000千円

現状維持
都市部店舗への販路拡大及び市内事業者の所得向上が
図られる。

18,000 国費1/2 24,057

国費1/2
ふるさとづく
り基金繰入金
12,028千円

22,057 国費1/2 現状維持

中小規模の飲食店を通した取引が中心となり、市内の
中小事業者にとって市産品の全国的なPRやブランド
化、販路拡大につながっている。令和8年度は、現在の
予算規模での事業を展開することとし、海外販路拡大
に向けてテストマーケティングを実施する予定であ
る。

18,717
国費

9,304千円
26,623

国費
12,717千円

27,243
ふるさとづく
り基金繰入金
26,360千円

現状維持
来島者の滞在時間及び市内消費額の増加につながる。
また、農山漁村地域及び観光産業に大きな影響を与え
ていると言える。
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